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憲法89条におけるキリスト教社会事業の自由権
坂　本　正　路（東京基督教大学教授）
はじめに
憲法89条には「公の支配に属しない慈善事業に対し，これ（公金）を
支出してはならない」いう条文があり，この条文を根拠として現在のキ
リスト教社会事業と呼ばれるものが國の補助金などを受けて，事業を行
うのは誤りであるという論がある。もし公金を受けるのであれば宗教活
動は廃すべきであるし，宗教的活動を伴った社会事業を行うのであれば，
戦前のように公的な資金援助を受けずに，独自の努力によって資金を得
て事業をすべきであるとの主張がなされている。そこで改めて憲法89条
の解釈とキリスト教社会事業との関係，キリスト教社会事業のあるべき
姿について検討を行ってみたい。
ここでキリスト教社会事業の自由権というのは，その信仰と信条に基
づいて社会事業を行うことを指しており，その具体的内容や方法は論を
進める中で明らかにしていきたい。
なお，ここでのキリスト教社会事業とはキリスト教が行う援助を必要
とする者に対する精神的，身体的，社会的支援活動の総称であると考え
る。したがって，慈善事業は時代的な名称であり，社会事業の一つであ
ると考えている。また，社会福祉基礎構造改革の前または後という事を
越えて存在しているものである。
本論文での「自由権」との表現は，「自由の権利」という強い意味より
も，「自由の保障」という意味で用いている。
「憲法89条」とは何か
新憲法が施行されてすでに60年を経過しているが，憲法89条とキリス
ト教を含めた宗教的背景を持つ社会福祉事業との間に争点（問題点）が
あると言われている。その論議を進める前提として，憲法89条（以下
「89条」という）とはどのような条文であるのかを，確認しておく必要
がある。
憲法89条［公の財産の支出・利用の制限］
公金その他の公の財産は，宗教上の組織若しくは団体の使用，便宜
若しくは維持のため，又は公の支配に属しない慈善，教育若しくは
博愛の事業に対し，これを支出し，又はその利用に供してはならな
い。
89条は二つの部分から成り立っている。
前段の部分では「公金その他の公の財産は，宗教上の組織若しくは団
体の使用，便宜若しくは維持のため……これを支出し，又はその利用に
供してはならない。」と言っている。ここでは宗教団体そのもの，ないし
宗教的組織への公金の支出あるいは公的土地，建物や財産を利用させて
はならないというものである。
後段の部分では「公の支配に属しない慈善，教育，若しくは博愛の事
業に対し，これを支出し，又はその利用に供してはならない。」と言って
いる。ここでは宗教に関係なく私的慈善，教育，博愛の事業に対しては
公金の支出や利用を認めないというものである。
実はこの89条は憲法20条の［信教の自由］の条文を，より徹底するた
めに設けられた条文とも言われている(1)。
20条の①には「信教の自由は‥‥これを保障する。いかなる宗教団体
も，国から特権を受け‥‥てはならない。」とあり，国は宗教団体に対し
て特権を授けてはならないと規定している。また③には「国は‥‥宗教
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（１) 佐藤　功「日本国憲法概説」（学陽書房，1996年，Ｐ525）
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教育その他いかなる宗教的活動もしてはならない。」として，国の宗教教
育と宗教活動を禁止している。したがって89条は必ずしも必要な条文で
はないと思われるが，何故改めて公的財産の宗教組織への使用禁止と慈
善，教育，博愛の事業への公金の支出禁止が条文化されたのであろうか。
それは戦前に於いて宗教としての国家神道が国民の精神的支柱とされ，
その思想に結びついた軍国主義が戦争へと突き進んだという歴史への痛
みを再び味わうことのないようにとの願いから，敢えてこの項目が条文
化されたのであろう。
明治期の慈善事業の思想
現在のキリスト教社会事業を論ずるに先立って，明治から終戦（1945
年）までの慈善事業について述べてみたい。キリシタンへの弾圧は「切
支丹禁制」の高札が掲げられてから259年後の1873(明治６)年に，諸外
国からの強い圧力によって終わることとなった。それは太政官（現在の
首相に当たる）布告によるのであり，その文面は「高札面（切支丹禁教
令）の儀は一般熟知（一般に充分理解されている）の事につき向後（今
後）取り外すべき事」というのもで，実質的には「キリシタンの禁教令
は社会一般に充分周知されているので高札は取り外す」という内容で，
禁制の高札は事実上日本の水面下で生き続けたのであるが，表面的には
これ以降，捕縛や入獄といった事はなくなったのである。こうした中で
もキリシタンのカトリック教会への信仰復興や，旧武士階級や一般人の
プロテスタント教会への入信が相次いだのである。そのようなキリスト
者の中に慈善事業を始めた人々がいた。彼らはどのような思いで慈善事
業を始めたのであろうか。ここに子どもを対象にした慈善事業を始めた
２人の人物の信仰と実践を紹介したい。
○佐竹音次郎（プロテスタント信者）
医者であった佐竹は1896（明治29）年，鎌倉に「小児保育園」（児童養
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護施設＝現在の鎌倉児童ホーム）を設立した。それは結核を患った未
亡人から子どもの養育を依頼されたことからこの事業を始めたもので，
後に医者を廃業して孤児の事業に専念した。佐竹は次のように書いて
いる。
『神の恵みにあふれて，私は生涯の使命として，孤児や母子に尽く
すように示されたことを感謝します。』(2)
○留岡幸助（プロテスタント信者）
北海道の集治監（刑務所）の教誨師体験を通して犯罪少年への生活教
育の必要性を痛感し，1899（明治32）年に家庭学校（教護院＝現在の児
童自立支援施設）を設立した。留岡は次のように書いている。
『慈善家は時として，飢え渇き，裸になることがある。人知れない
所で涙を流すことがある。苦しみ悩むことがある。自分が何かを
得ようと欲するよりも，他に如何に多く与えることが出来るかで
ある。』(3)
以上，２人の言葉から読み取れるものは，虐げられた弱い人々に，如
何に尽くしていくか，如何にいつくしみ，育むかという思いと行動の一
点に集約されると思う。そこには自己宣伝心や名誉心もなく，ましてや
この事業から富を得ようという野心もなかった。
ただ社会から棄てられ，顧みられない弱い立場の人々に手を差し伸べ
たいという思いからはじめたことであったと思う。それはイエスの語ら
れた，たとえ話「迷い出た一匹の羊」（マタイ18・10～14）にあるよう
に自らの前にいる，か弱い羊に自らの全てを捧げて助けようとする信仰
の実践であった。しかし，実際の施設経営では幾つかの問題を抱えてい
た。
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（２) 佐竹音次郎「日誌」（鎌倉保育園，1975年，Ｐ３）
（３) 藤井常文「留岡幸助の生涯」（法政出版，1992年，Ｐ181）
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慈善事業の運営上の問題
信仰に基づいた慈善事業を始めたものの，その事業をどのように運営
していくのかという現実問題をかかえることになった。それは財政問題
と職員問題であった。
第一に運営資金の問題があった。この時代には公的な財政支援制度も
なく，もっぱら寄付金による施設運営に頼っていた。このため多くの慈
善事業家は苦労して資金集めを行っている。佐竹音次郎は施設の職員と
子どもが50人を越え，場所が狭くなったため，移転を決意するのである
がその当時「辛うじて日常の生活を営んでいる中で，ただ神に祈り，世
の人々の同情に訴える外に道はない。」(4)と書いている。留岡幸助は北海
道家庭学校の開校と運営資金のために，あの足尾鉱毒事件を起こした古
河鉱業所から不本意であったと思われるが寄付を受けていたために，内
村鑑三に痛烈な批判を受けたこともあった。しかし，留岡は後に内村に
反論するかのように「不浄な財源も，真正の慈善事業に用いられれば清
浄な結果をこの社会に来たらす。」(5)と言っただけでなく，その他の財閥
からも寄付を受けていった。
孤児のお父さんともいわれる石井十次は，1889（明治22）年に「岡山孤
児院」を三友寺に創設し，その生涯に3000人もの子どもを養育している
が，石井の日記の中で「夕食の米がないので三友寺の墓場に行って祈祷
会を行った。衣類を売ったり，小銭を出しあってようやく米を買うこと
が出来た。」(6)と書いている。石井は日記の中に幾度も寺の墓場で必要が
満たされるように祈祷会を行い，叶えられると感謝の祈りをしたとも書
いている(7)。石井はその後，賛助会員制度を作り，年間１万３千人を越
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（４) 佐竹音次郎「日誌」（鎌倉保育園，1975年，Ｐ12～23）
（５) 藤井常文「留岡幸助の生涯」（法政出版，1992年，Ｐ263）
（６) 石井十次「石井十次資料館研究紀要　第２号」（石井記念友愛社，2001年，Ｐ89）
（７) 同上（Ｐ98）
える賛同者から寄付を受けて施設を運営していった(8)。現在の社会事業
でも１千人を越える後援会員がいれば多いと言われることから推測して
も如何に石井が努力をし，また石井の社会への影響力が大きかったのか
理解できるであろう。さらに石井は事業による収入の道を開くため，音
楽幻灯隊を組織し，孤児院の宣伝と寄付を仰いでいる(9)。また活版部を
作って収入の一助にしている(10)。
石井の子ども達に対する宗教教育は，「日曜日には２，３名を除く全員
が安息学校（教会学校）に参加している」(11)と書かれており，当然のよ
うに行われていたことが分かる。いずれにしても終戦以前は慈善事業の
多くが自らの努力で寄付などの運営資金を生み出して事業を継続してい
った。
こうした慈善事業に対して国からの財政的援助はどのようなものであ
ったのか。それは天皇の下賜金という形で慈善事業に恩恵的に配られて
いた。個々の事業に対して報償的な意味で配られるものであったから，
宗教色の有無を問われることはなく，下賜金によって慈善事業の宗教性
が縛られる事もなかった。ちなみに佐竹の施設の下賜金の記録によれば
下記のようである(12)。
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（８) 石井十次「石井十次資料館研究紀要　創刊号」（石井記念友愛社，2000年，Ｐ15）
（９) 同上（Ｐ73）
（10) 同上（Ｐ103）
（11) 同上（Ｐ25）
（12) 佐竹音次郎「日誌」（鎌倉保育園，1975年，Ｐ650）
西暦 総収入に占める下賜金の割合
1912年 ７％
1923年 ３％
1929年 21％
1933年 16％
1940年 14％
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下賜金は予算化されて配分されるものではなかったから，年によって
上下するため，下賜金に依存するということは出来ず，その財政運営は
大変厳しいものであった。
第二に職員の問題があった。この事に関しては留岡幸助が若干記録に
残している。彼によると「職員の資質や力量に問題がある。何よりも困
ったのが職員同士の対立であった。」(13)と述べている。明治期には職員を
育てる教育機関も研修会もなく，ただ子ども達の親代わりとして日常生
活を営むことが役割であったから，施設責任者はかなり苦労して職員を
自らの手で育てなければならなかったであろう。
慈善事業の特徴
明治期に始まった慈善事業はその信仰に基づいて，ほとんど公的な援
助なしで運営していたので，各々の独自性や宗教色を全面に出して施設
を運営していく事が出来た。そこには法的な規制もなく，社会的な義務
もない中で，慈善事業家の思いのままに信仰や規範を子ども達に伝えて
いったのである。
それは慈善事業家が必要と思う特化された事業で，国民全体に及ぶ公
平さや平等性には欠けるものであったが，事業の先駆性や国の行ってい
ない事業に対する補完性もあり，公的機関や部外者から非難されること
もなく，あまり変化をせずに1945年の終戦を迎えることになるのである。
伝道を目的にした慈善事業
以上のような信仰から生まれた愛の業としての慈善事業に対して，信
仰の別の面に焦点を当てて慈善事業を行ったのが救世軍であった。創立
者ウイリアム・ブースは「私の希望は物質的悲惨な状態からの救済よっ
て，主イエス・キリストの十字架に到達する道を人々が発見するのを容
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（13) 藤井常文「留岡幸助の生涯」（法政出版，1992年，Ｐ257）
易にし，可能にする事である」(14)と書いており，伝道事業と慈善事業を
両立させた教会形成を行っている。1895(明治38)年に日本に開戦（伝道
開始）し，日本に於いても伝道事業と慈善事業を並立して行った。そし
て日本に於ける救世軍の最初の士官（伝道師）となったのが山室軍平で
あった。山室も「救世軍が起こされたのは，貧しい者，弱い者の友とな
るためであった。後日，必要に迫られて社会事業を伝道事業に結びつけ
るようになったのも，貧しい人を満足に救いたい為であった。」(15)と述べ
ている。すなわち，慈善事業の最終目的は人の魂の救いであった。救世
軍は終戦までに30近い慈善事業，労働対策事業，医療事業などを行って
いる(16)が，それは事業を単に拡大していったのではなく，その時代に最も
必要とされる事業を始める反面，ある事業は縮小や廃止をしながら流動的
な事業を進めていった。財政的には賛助会員を募集し，春と秋には一般
家庭を訪問して寄付を仰ぎ，年末には街頭にて慈善鍋（後の社会鍋）の募
金(17)をし，独自の活動を終戦まで展開していった。救世軍も下賜金を受
けているが前述したように法に基づいて受けたものではなかったので伝
道の手段としての慈善事業であってもそれが非難されることはなかった。
新憲法に於ける社会事業の発展と経済的安定
戦争が終わり，新憲法が1947(昭和22)年に施行されたことにより，主
権が国民に存し（前文），国民が健康で文化的な生活を営む権利を与えら
れた（第25条）。すなわち，国民の生活権の大転換が起こったのである。
国は国民の必要とする福祉の世界を展開していく義務を負ったのであっ
た。その一つとして児童福祉法が憲法制定のわずか７ヶ月後に施行され
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（14) ウイリアム・ブース「最暗黒の英国とその出路」（相川書房，1987年，序Ｐ４）
（15) 山室軍平「山室軍平選集Ⅴ伝道論集」（山室選集刊行会，1952年，Ｐ412）
（16) 河幹夫「創発（Emergence）03－Ｘ」（東京基督教大学，共立基督教研究所，2005
年，Ｐ18）
（17) 秋元巳太郎「神の国を目指して①」（救世軍出版供給部，1991年，Ｐ122）
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た。戦争によって父は戦死，母は病死というように親を失った多くの戦
災孤児が生まれた。そして巷には多くの孤児があふれたのである。この
ような子ども達の姿を見て，手を差し伸べた人々がおり，それが養護施
設（今の児童養護施設）として認可されていった。ここで戦前から戦後
にかけての施設数と生活している子どもの数を示したい(18)。
この数字の示すとおり，終戦時の孤児院はその３年後には３倍になり，
名称も孤児院から養護施設へと改称された。この事は施設の運営費を原
則的には国が負担するという事になり，慈善事業家も社会事業家と呼ば
れて寄付金集めの苦労は大幅に減少することになったのである。また，
施設の標準的な設備と運営について定めた「児童福祉施設最低基準」が
厚生省令として示された事によって，それまでは施設が独自の判断と価
値観で行っていた事業に国が関わり，標準的なサービスを国民に提供し
なければならなくなった。さらに児童福祉法に限らず，その後身体障害
者，知的障害者，老人，母子に対する福祉法が次々と施行され，福祉施
設は国の施策として整備され，公費によって支えられるようになった。
89条による社会事業への公金支出の制約
新憲法下において社会事業は制度的にも経済的にも国によって保障さ
れるようになった。しかし，ここに大きな問題が現れたのである。それ
は89条後段の私的慈善，教育，博愛事業への公金の支出を認めない条文
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（18) 養護施設協議会「養護施設の40年」（全国社会福祉協議会，1986年，Ｐ42）
西　暦 時代背景 施設数 子ども数
1942（昭和17）年 戦争中 117 9200
1945（昭和20）年 終戦時 86 5600
1948（昭和23）年 児福法施行時 267 11091
1950（昭和25）年 児福法施行後 394 20395
であった。ここには二つの問題が提起されている。
その一つは慈善，教育，博愛という私的事業には公金の支出が出来な
いという制限と，二つには，加えて慈善という言葉で表現されている宗
教的背景を持つ社会事業への公金の支出の制限ということである。現在
キリスト教社会事業は補助金という名の公金を受けているが，この条文
を素直に受け取れば一般の私的社会事業は公金を受け取ることは出来な
いし，ましてキリスト教社会事業はなおさら公金は受けられないという
二重の縛りの中に置かれていることになる。
しかし，実際には私的社会事業が廃止されて，それに代わる公立施設
が全てを賄えるはずもないのでこれに対する批判は聞かれない。一方キ
リスト教社会事業はその宗教性を保ったまま，公による補助金を受け続
けているため，それに対する批判的な意見が出されている。それは「キ
リスト教社会事業が漫然と公金を受け取ることに疑問を感ずる。」という
ものや「キリスト教社会事業がその使命を全うするためには公金を排除
し，自らの力で運営資金を集めて，事業を行うべきではないか」という
ものである。
このような批判はその通りであろうか。そこでは89条を正に額面通りに
受け取っている点では正しいように見えるが，89条を詳しく分析する中で，
89条の解釈や憲法そのものが目指している私的社会事業に対する姿勢や，
キリスト教社会事業へのあるべき姿勢を解き明かしていきたいのである。
89条の意味
89条は先にも述べたが，極端にいえば「89条が存在しないとしても，
憲法20条①及び③の一般行政権限に含まれているものであり，注意規定
的意味ないし例示規定的意味を持つに止まる。また20条を側面から保障
しようとするものである。」(19)との解説もあるように，必ずしも必要不可
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（19) 長尾一紘「日本国憲法」（世界思想社，1988年，Ｐ502）
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欠な条文ではなかったのである。しかし，89条が実際に存在し，この条
文が社会事業に影響を与え，さらにキリスト教社会事業を規定している
ことから，この条文についての法的理解とその運用について研究し，考
えを述べていきたい。
89条前段
この89条前段は前述したように「公金，公財産は宗教上の組織，団体
の使用に供してはならない。」とある。これに関する判例とその解説で参
考になるものを提示したい。三田小学校施設使用損害代位請求事件（神
戸地裁2000>２>29）は「学校施設を神社の祭礼の休憩所として許可した
ことは特定宗教に対する援助に当たり20条に定める政教分離に反する」
として裁判が起こされた。判決では「特定宗教に対する援助に当たらな
い」(20)とした。その判決理由の根拠は「国家が宗教的に中立でなければ
いけないが，国家が宗教との関わりを全く許さないという事ではなく，
社会的，文化的諸条件に照らして信教の自由の保障との関係で相当とさ
れる程度を越える場合には許されないと解すべきである」（最高裁1997>
４>２）に基づいている。また，この判例では休憩所の利用は祭礼の実行
委員会であって，神事を行う主体ではないから特定宗教ではないとも言
っている。以上から言えることは国が宗教に全く関われないということ
ではなく，一般社会の諸条件に照らして相当とされれば関われると解さ
れる。それならばキリスト教社会福祉法人は教会そのものではないから
特定宗教法人には当たらず，この条文の対象ではないとも言えるのでは
ないか。
このほかの裁判事例として「津市の市体育館起工式を神式に則して行
ったこと」（最高裁1977>７>13）がある(21)。この裁判では津地裁が地鎮
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（20) [判例体系（第二期版）憲法第七章」（第一法規，Ｐ2781－2）
（21) 判例時報社「津地鎮祭違憲訴訟大法廷判決」（判例時報855号，1977年，Ｐ24）
祭を「習俗的行事」と解して請求を棄却し，名古屋高裁では地鎮祭を
「宗教的行事」に当たるとして違憲判決を下したが，最高裁では「地鎮祭
はクリスマスツリーを国鉄駅に飾ることや門松を郵便局に立てることと
同じように社会生活に於ける習俗」(22)として違憲とはしなかった。ここ
ではクリスマスツリーを飾ることは社会的習俗としている。この考えか
らすると，日本に於ける結婚式もキリスト教式が50パーセントを超えて
おり，一般社会に受け入れられるようになっていて社会的習俗と考える
ことも出来る。以上から考えられることはキリスト教社会事業の存在や
その実践が社会に自然に受け入れられるまでになる事も必要なのであろ
うか。
89条後段と憲法制定までの経過
89条後段部分には「公の支配に属しない慈善，教育，若しくは博愛の
事業に対し，これを支出し，又はその利用に供してはならない。」と記さ
れているが，その前に戦後の日本国憲法はどのような経過を辿って制定
されたものであるかという事を探る中で「89条」設定の背景を明らかに
したいのである。終戦後３ヶ月経った1945年10月にＧＨＱ（連合軍総司
令部）の要請により，日本政府による「憲法問題調査委員会」（松本烝治
委員長）が設けられ，翌1946年２月１日に「憲法改正要綱」(23)が非公式
に提出されたが，同日マッカーサー司令官によって拒否された。それは
「憲法改正要綱」の中に主権在民と，戦争放棄に関しての基本姿勢が欠け
ていると感じたからであった。
マッカーサーは日本政府には民主的思想を持った憲法の草案作りは困
難と考え，直ちにＧＨＱ側が模範的憲法を提示する必要性に基づいて，
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（22) 判例時報社「津地鎮祭違憲訴訟大法廷判決」（判例時報855号，1977年，Ｐ26）
（23) 憲法問題調査委員会「憲法改正要綱」（国会図書館ホームページ「日本国憲法の誕
生」2－10 public）
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僅か二日後の２月３日に「憲法制定会議」(24)を発足させた。会議はＧＨ
Ｑ関係の25人が九つの委員会に別れて２月４日より作業し，９日後の２
月12日には憲法草案を上程している。この委員の中には憲法学者はおら
ず弁護士が５人という中，昼夜兼行で作業が進められたというが，正に
驚異的な草案作りであったと言えよう(25)。このような背景から生まれた
憲法草案は必ずしも充分な検討と推敲の上に出来たものとは言い難いが，
翌13日には日本政府に草案が示され，その後帝国議会で審議された上で
11月３日に新憲法が承認・公布されたのである。
このようにして出来上がった新憲法89条がＧＨＱの憲法草案とどのよ
うに異なっているのか比較してみた。そこには基本的な相違はなく加え
られたのは１箇所，削除されたのは１箇所，表現の変更されたところが
１箇所であり，ほぼＧＨＱの原案の通りであると言っても過言ではない
条文であった(26)。ここで注目すべき箇所は最後の the State と public
authority の違いである。the State は国ということであるが，public
authorityは直訳すれば公の権威ということであり，意味としては公共と
いう事であるとも言える。公共という事であれば，国全体の利益を考え
る事であり，そのように表現されるべきであったのではないか。
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（24) ロバート・Ｅ・ウオード「現行日本国憲法制定までの経過」（憲法調査会事務局，Ｐ
27）
（25) 鈴木昭典「日本国憲法を生んだ密室の９日間」（創元社，1995年）
（26) ＧＨＱ草案(Article83)
No public money or property shall be appropriated for the use, beneﬁt or support of
any system of religion, or religious institution or association, or for any charitable,
educational or benevolent purposes not under the control of the State.
日本国憲法第89条（英文）
No public money or other property shall be expended or appropriated for the use,
beneﬁt or maintenance of any religious institution or association, or for any
charitable, educational or benevolent enterprises not under the control of public
authority.
※
─
下
─
線部分は訂正のあった部分
89条後段とアメリカ憲法との比較
新憲法の草案はＧＨＱによって作られたのであるから，そこには当然
アメリカ憲法の精神や思想が反映されていると考えられる。そこで89条
後段の「公の支配に属しない慈善，教育，博愛の事業に対し，これ（公
金）を支出してはならない」との根拠がアメリカ憲法に記述されている
条項の存在を予見してアメリカ憲法を調べてみたのである。
しかし，そこには「慈善，教育，博愛」という表現は存在しない。た
だ，日本国憲法20条の「信教の自由」に関してはアメリカ憲法補正第１
条に「連邦議会は，宗教の護持にかかわる法律，宗教の自由な活動を禁
ずる法律……の，いずれをも作ってはならない。」(27)という信教の自由を
保障する条文が見られた。
それでは何故，日本国憲法に「慈善，教育，博愛」の条文が作られた
のであるか。その理由に迫ってみたい。
その１はアメリカ憲法は領土，国土の保全，国の防衛，政府や議会に
関する条文が主となる憲法であり，福祉，教育，医療，等は各州の州憲
法に規定されているのである。したがっていずれかの州憲法の中に「慈
善，教育，博愛」といった条文があり，それを日本国憲法に反映させた
と考えることも出来るが，今回の研究ではそこまで調査することは出来
なかった。
その２はＧＨＱの憲法草案作りの課程で，日本に於いては国の力が福
祉，教育などに及ぶことを極端に恐れたためと考えられる。戦前に於い
ては帝国憲法のもとで，天皇主権国家として，思想的な統一と服従の精
神を国民に植え付けて，戦争を遂行していったという歴史がある。それ
は政治，経済，教育，治安，宗教，福祉など全ての分野で押し進められ
た。ＧＨＱはそのような悲劇を二度と繰り返さぬために，あえて20条の
信教の自由の条文とは別に89条の宗教と私的事業に対する公金の支出禁
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（27) 飛田茂雄「アメリカ憲法を英文で読む」（中公新書，1998年，Ｐ162）
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止を定めたのではないかと考えられる。この条文の成文化のためには草
案成立までの９日間に，当然，発議や討議があり，その結果条文となっ
たと思われるが，残念ながらその討議経過を示す文献は発見出来なかっ
たので，今後の研究に待たれるところである。
なお，ＧＨＱ草案は日本の「憲法問題調査委員会」の草案を元にしな
いアメリカ独自の草案であるため「押しつけの憲法草案だった」との主
張もあるが，最近になって1945年12月26日に発表された憲法研究会（高
野岩三郎会長，鈴木安蔵が主に起草）の「憲法草案要綱」(28)というもの
があり，これは天皇の権限を国家的儀礼のみに限定し，主権在民，生存
権，男女平等など，のちの日本国憲法の根幹となる基本原則を先取りす
るものである事が明らかになった。その内容には，ＧＨＱ内部で憲法改
正の予備的研究を進めていたスタッフも強い関心を寄せ，その多くがＧ
ＨＱの草案に生かされたと考えられる。しかし，この草案要綱にも「慈
善，教育，博愛」といった条文は見られなかった。
「教育」に対する公金の支出
「慈善・博愛に対する公金支出の制限」の問題を考える前に「教育」に
対する公金の支出に関する判例や解説を検討したい。まず「私立大学へ
の公金支出」の考え方についての判例では「憲法89条に違反しない」（千
葉地裁1986>５>28）との判決がある。訴えは「私立大学に無償で用地を
譲渡したこと。また用地造成費を支出したことは法に反するのではない
か」というものであった。これに対して判決の解説に於いて「私立学校
は建学の精神に基づく伝統，校風，教育方針によって社会的存在意義が
認められている。そこでは公立学校では許されない宗教教育，宗教活動，
思想教育も教育基本法，学校教育法の認容する限度内に於いて認められ
る。」(29)と述べている。そして私立学校は資産，人事，組織，管理や助成
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（28) 国会図書館ホームページ「日本国憲法の誕生　２－16憲法研究会『憲法草案要綱』」
（29) [判例体系（第二期版）憲法判例」（第一法規　第７章，Ｐ2785－7，8）
金に対して学校教育法などの法的規制のもとにある中で教育活動が行わ
れているからだと説明している。
また「私立学校の場合，学生・生徒の授業料負担が大きいことや，私
学という教育界での重要性が財政事情によって厳しくなっていることを，
助成という形で補うのは公に認められる」(30)とも述べている。この判決
の重要な点は総論として「憲法が，国家等と宗教とのかかわり合いを全
く否定したものとすることは出来ず，……一定の限度を超えると見られ
るかかわり合いを許さないとする趣旨に外ならない」(31)と述べている。
この点を解説する書籍には公金の支出を容認する形で次のように述べ
ている。「国・都道府県が私立学校に助成金を出すことは禁止されている
ので助成金を一旦『日本私立学校振興・共済事業団』に払い，そこから
助成金を振り分ける方法をとっている。憲法違反だといって助成金を支
出しないわけにはいかない。必要なものの支出を否定している憲法にこ
そ，問題があるというべきである。」(32)と述べられていて，大変大胆に憲
法規定と現実との矛盾を指摘している。
ところで在学生数に占める各私立学校生の割合を示すと次のようにな
る(33)。
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（30) 同上（Ｐ2785－8）
（31) 同上（Ｐ2781－2，3）
（32) 西修「日本国憲法が驚くほどよくわかる本」（ワニブックス，2002年，Ｐ181）
（33) 同上（Ｐ181）
大　　学 73.4％
短期大学 90.8％
高等学校 29.2％
中 学 校 5.9％
小 学 校 0.9％
幼 稚 園 79.0％
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この数字からも私立学校に公が無関係ではいられないことを示している。
ここで宗教的背景を持つ私学について考察したい。宗教的背景を持つ
私学はキリスト教，仏教，その他の宗教などを合わせ，義務教育期間を
除くと相当多数である。そのため学生・生徒・園児は自分の望む私学を
選ぶことが出来るし，避けることも出来る。選んだ私学に入学するとい
う事は，そこでの宗教活動が強制でない限り受け入れるということであ
り，受け入れられないならば退学という形で離れることもできる。いわ
ば私学の宗教性や精神性が受け入れられて存在していると言える。ここ
に私学の自由と学生の自由が両立した中での，私学の存在価値が認めら
れるのである。宗教が個人の思想・信条を縛る形でなく存在するとすれ
ば，信教の自由が保障されている事になり，国家もその教育事業を助成
することが出来るのではないか。
89条の私的社会事業への公金支出の視点
先に述べたように，教育については公費の支出に対する幾つかの訴訟
と，それに対する合法性が判決として出されている。しかし，慈善事業
への公金の支出に関する訴訟は見あたらない。
それは教育事業に準じて合法であると考えられているのか，または公
的機関が合法的に慈善事業を規制していて訴訟という運動にまで発展し
ないためであると思われる。
しかし，これによって宗教的背景を持つ福祉施設は89条後段による
「慈善事業への公費の支出の制限」条文によって摩擦を生じるようになっ
たのである。「慈善事業」は「宗教的背景を持つ社会事業」と考えられて
いたから，この条文の解釈で「福祉事業は宗教色を除かなければ公費を
受けられない」と考える機関や学説も登場した。
まず「公の支配」についての解説に「厳格説」と「緩和説」とがある(34)。
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（34) 長尾一紘「日本国憲法」（世界思想社，1988年，Ｐ503）
厳格説は私的事業に対して全ての点で公が厳しく関わるべきとの考えで
ある。この説を採れば国が私学の自主性を重んじていることが法に反す
ることになって公的支出が出来ないことになり，大きな混乱を起こすこ
とになる。したがって教育に関しては緩和説にいうように，運営や会計
に不正のある場合などに必要な勧告が出来るという名目的な監督にすぎ
ないと言っている。この考えによれば「慈善・博愛」の事業も同じよう
に考えられるべきなのではないか。
次ぎに「公金の支出」について考えたい。先に私学に対しては述べた
ので，ここでは教育を除く「慈善・博愛」の事業に対する公金支出につ
いて検討したい。ここで「慈善」と「博愛」の違いについて明確にして
おく必要がある。それは「慈善」を貧・老・障・病などの社会的弱者へ
の救済を言い，「博愛」は戦・災・疫などの社会的災害への救済を言うと
の考え方を示しながらも，結論としては両者を区別することは困難であ
り，広い意味での「社会福祉事業」を意味しているという(35)。この見解
は妥当であると考えられるので，これ以降は「慈善・博愛」を「社会事
業」と読みかえて論を進めていきたい。
ここで「慈善事業」と「社会事業」の違いに触れておきたい。「慈善事
業」とは，「宗教的な背景を持つ社会事業」の事であり，「慈善事業」も
「キリスト教社会事業」であると考える。ただ慈善事業は「時代遅れの事
業」とか「一方的に恵んで自己満足している事業」との誤った認識があ
るため，「キリスト教社会事業」とするのが適当である。
私的社会事業に対する公金支出の制限趣旨は学説的には３つあると考
えられている(36)。
①公費濫用防止説
（公費の濫用を防ぐために財政的コントロールが必要）
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（35) 同上（Ｐ500）
（36) 同上（Ｐ501）
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②自主性確保説
（私的事業の自主性を確保するために公権力を排除する）
③中立性確保説
（国が様々な思想と方法の私的事業に対して，中立を保つ）
以上の３つの学説の中で「公費乱用説」についての解説を紹介したい。
89条の立法趣旨は教育や社会事業に対して国が援助を与えることに否定
的な立場を取っているのではなく，むしろ社会的見地からは望ましい場
合も少なくない。しかし，社会事業はその目的や方法が多様で，中には
公共の利益に添わない場合もあるため，これを適正公平に用いるための
是正の方法が確保されていなければならない。すなわち，89条後段の立
法趣旨は「公費の濫用の防止」にあるという事であって，この解説が述
べるように公費の支出の禁止という事でなく，公費を適正に用いること
を定めた条文と読みとることがふさわしいのではないかと考える。
89条で「社会事業」を「慈善」と表現した理由
89条後段において「慈善」ではなく，最初から「社会事業」と表現し
ていれば，私学の宗教教育が問題視されていないように，キリスト教社
会事業も問題視されたり，批判の的になることはなかったであろう。し
かし，現実に「慈善」と表現されているのであるから，それに対しての
問題点と解決の方法を探る必要があろう。
「慈善」は Charity と訳されるが，メアリー・リッチモンドが1922年
に「ケースワークとは何か」という社会事業界ではバイブル的な本を出
版しており，当時のアメリカではすでに Socialwork（社会事業）という
言葉が一般化していたはずである。また日本では1912（明治45，大正元）
年に仏教徒社会事業研究会が発足している(37)。また1921（大正10）年中央
慈善協会が中央社会事業協会と改称した時期を境として，その後急速に
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（37) 菊池正治ほか「日本社会福祉の歴史」（ミネルヴァ書房，Ｐ319，321）
社会事業という言葉が使われているので，憲法が制定された1947年には
当然社会事業が一般的な表現であったと言える。もし89条が作られると
き「慈善」ではなく「社会事業」と表現されていれば，「社会事業」が
「教育」にたいする公金支出の判決と同列に解釈され，不必要な論議はな
くて済んだのではないかと思われる。89条に於いて慈善と表現されたこ
とには疑問が残り，今後の研究の課題であろう。
宗教を背景に持つ社会事業の意味
社会事業は人を対象とする事業であるから，利潤を追求する企業とは
異なり，対象とする人をどのような位置に置き，どのように支援するか
が問われる事業である。そこでは宗教的信仰・思想や人道主義的思想が
なければ，対象になる方の人格をしっかり認めることは出来ないと考え
る。また支援に於いても単に技術的方法に止まらず，その思想や精神に
支えられた支援が必要である。ゆえに，宗教的背景を持つ施設がその宗
教色を失ったら，その事業の意味はなくなり事業から撤退するしか方法
はない。このような理由から宗教的背景を持つ事業はその信仰に根ざし
た事業を営むことは当然のことである。
公的機関の介入問題
先にも述べたように89条は公費濫用防止説に基づけば，宗教的背景を
持つからといって排除されるべきものではない。しかし，実際には公的
機関が宗教色を排除するようにとの指導を行った事例がある。具体的調
査報告書として1997年に発行された「キリスト教社会福祉・全国調査報
告書」(38)がある。すでに12年が経過しており，資料として若干古いとも考
えるが，他にはこのような調査例は見あたらない事と，カトリックとプロ
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（38) 日本キリスト教社会福祉学会「現代のキリスト教社会福祉（意義・現状・課題）」
（1997年６月）
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テスタント両者にわたっている事，しかも児童施設から老人施設まで多職
種にわたっている点で意味ある調査といえる（有効回答総数1,160）。この
調査の中で宗教に関する行政指導の項目への回答総数は255施設であった。
○行政指導の有無
この調査結果によれば施設全体の５分の１に当たる48（20％）の施設
が行政指導を受けているのである。そしてプロテスタントでは実にその
４分の１強の26.1％の施設が行政指導を受けている。この事は重大なこ
とであって，決して見過ごされてはならないことである。残念ながらこ
の行政指導がどのような公的機関によって行われたかは明らかでないが，
法人設立時の認可は一般的には都道府県であり(39)，行政監査もほとんど
都道府県である(40)ので都道府県による行政指導の可能性が高いといえる。
もし都道府県別の統計があれば，それによって行政指導の強弱も明らか
になったであろう。そして自治体によって行政指導の程度にばらつきが
あれば，その姿勢が都道府県によって異なっていることになり，宗教を
背景に持つ福祉事業への理解が不統一，ないし上級機関の法解釈が浸透
していないことを表していると言えるであろう。
次ぎに行政指導を受けた時期を見ると
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（39) 法人が他県にまたがって施設を持っている場合は厚生労働省の監査
（40) 厚生労働省が法人を選定して監査を行うこともある
指導があった 指導はなかった 無回答 計
全　　体
48 191 16 255
(20.0％) (73.4％) (6.6％) (100％)
カトリック
8 89 5 102
( 7.8％) (87.3％) (4.9％) (100％)
プロテスタント
40 102 11 153
(26.1％) (66.7％) (7.2％) (100％)
○行政指導の時期
この調査によると福祉関係法成立後の30年間はほとんど行政指導はな
く，90年以降の僅か６年の間に30件もの行政指導がなされたことになる。
法というものは時の経過とともに，より整備され，より完成されていく
ものであるが，この結果を見る限り，逆に89条の理解に多様性が出てき
てしまっているように見えるのである。
次ぎに行政指導を受けた法人がどのように対応したのかを見ると
○行政指導への対応
行政指導とは，ここでは「定款変更を求められた」ことを指している
ことが分かる。行政指導を受けた法人の中で約２割（18.8％）の法人が
定款を変更したことになる。その具体的内容は不明であるが，宗教に関
する部分であると考えられる。
定款には「キリスト教の『隣人愛』の精神により」「キリスト教の信仰
により」「カトリック精神に基づき」といった表現があるが，法人の基本
精神の部分を削除した後，どのような基本姿勢で事業を行うことを求め
ているのか疑問が残る。行政指導を受けた48法人が定款変更の有無に関
係なく，どのように対応したか見ると
○行政指導への対応の内容（複数回答可）
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定款を変更した 変更なし 無回答 計
9 36 3 48
1979年以前 1980～89年 1990年以降 無回答 計
７ ９ 30 ２ 48
行政庁に理解を求めた 文書指導を求めた 放置した 他団体に相談 その他
７ ９ 30 ２ 48
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対応の具体例では「創設の歴史を説明し理解を求めた」という柔軟型
から「事業の撤退を考える」という強行型まであった。「文書指導を求め
た」法人も４例あったがそれに応じて文書で指導がなされたという事例
は確認されていない。もし文書指摘があれば法人はそれについて訴訟を
起こし，「法人が宗教的背景を持つこと」への裁判が行われ，現在必ずし
も明確でない法人の宗教性についての公的機関の関わりが明確になって
行政指導という形での介入もなくなったであろう。そして行政側，法人
側共に不必要な摩擦を起こさずに済んでいたのではないかと思われる。
「定款以外の行政指導」の例として児童福祉施設に対して行った調査結
果がある。これは2008年夏にキリスト教，仏教を背景に持つ施設にアン
ケート形式で行政指導の有無を尋ねたものである。回答総数が僅か16例
であるので，単に行政指導の実例として報告したい。
その内の２施設では監査の際，「処遇内容」に関する指導が行われてい
る。いずれも宗教行事（プロテスタント）とミサ（カトリック）に対し
て，行政側から「集会には自由意志で参加させるべきではないか」との
口頭指導がなされた。しかし，いずれの施設も「処遇内容を変更しなか
った」と回答している。その理由は「創立（キリスト教）の精神を守る
ため」（プロテスタント）「根本に宗教をおいた施設であり，生活の中で
神の存在を気付かせたいため」（カトリック）と回答しており，その施設
に於ける宗教の重要性が強調されていた。幸いなことに，施設の子ども
やその親が今までに宗教教育に関する拒否感を持たず，行政に対する訴
えも出されていないので，それ以上の行政指導は行われてはいない。
しかし，施設の宗教教育に子どもや親の中に負担や圧力と感じる者が
いて，公的に訴えた場合には「個人の信教の自由」を理由に宗教活動が
制限されることも予想されるので，この点については充分に留意した行
動が求められているのではないだろうか。
この事に関連した提言として日本ソーシャルワーカー協会会報の中で
「社会福祉事業は，その事業の創設者かどのような動機・理念・使命感
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で，これを始めたのかが何より大切である。法人がその精神を継承し，
時代のニーズの変化に対応して，事業目標を見定め，改革してゆくこと
が組織運営の基本となる。」(41)と提言されており，その事業目標の基本を
堅持するとともに時代に対応して変化することの必要性をはっきり打ち
出している。
これは現代のキリスト教社会事業が，その事業の原点に返ることの必
要性と共に，時代に適合した事業として成長する必要のあることを部外
者が提言しているところに大きな意味があると思う。
宗教を背景にした社会事業の姿勢
宗教を背景にした施設の姿勢には大きく分けて２種類が存在する。
その一つは福祉の対象者に対して信仰に根ざした行動としての福祉実
践を行っている福祉活動である。そこでは宣教（伝道）を目的とせず，
神から受けた恵みを福祉の対象者に感謝の気持ちを持って分かち合い，
また神のもとでは同列に扱われるべき自分と福祉の対象者に対して，必
要なものを支援していくという姿勢である。そこでは宣教（伝道）とい
う意図はなく信仰に根ざした行為としての福祉の実践がある。先ほどの
大阪釜ヶ崎の例では，ある教会群はそうした姿勢に基づいて活動を行っ
ている。その活動趣旨には次のように書かれている。「本会は，いわゆる
キリスト教の『布教』を目的としていません。むしろ釜ヶ崎でなにが必
要とされているのか，そしてなにが出来るのかと考え，皆さん（労働者）
の立場に立った取り組みを心がけてきました。」(42)と明言している。その
活動実態を見るとその中に牧師や神父が加わってはいるが，メンバーに
は他宗教の方や思想を事にする方も含まれている。そこでは礼拝，伝道，
ミサといった集会は一切なく，活動拠点の建物にもキリスト教色は見ら
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（41) 鈴木五郎「日本ソーシャルワーカー協会会報第55号（2008年６月，Ｐ５）」
（42) ホームページ「釜ヶ崎キリスト教協友会」より
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れない。したがって公的機関が多額の補助金を出しているので，1000人
を越える無料の宿泊施設を運営し，企業に劣らないリサイクル事業を手
がけているのである。ただ，この団体の名称が「釜ヶ崎キリスト教協友
会」であり，キリスト教を活動の精神的支柱としている団体であること
は明白なので，利用者が求めれば信仰的な援助は行われていると考えら
れる。
他の一つは宗教（信仰）から受けた人生観や生き方を伝えることを目
的として，福祉の対象者に働きかける福祉活動である。極端な言い方を
すれば伝道の一手段として福祉活動を行う社会事業である。だからとい
って福祉活動を不完全な形でやっているとか，対象者が信仰に入ればそ
の活動を止めてしまうというようなものではなく，専門的知識と方法で
行われている事も多い。例えば大阪の釜ヶ崎では約10の教会が野宿者の
方たちへの給食，宿泊，就職斡旋の活動をしているが，これらの教会は
明らかに伝道を意識した活動を行っている。そこでは例えば給食活動の
前に伝道集会や聖書のメッセージが語られ，信仰に入る事によって野宿
の生活からの更生を促すのである。しかし，どの教会も公的資金援助は
受けていないので，制約を受ける事なく伝道と福祉活動を行っている。
伝道を目的にした慈善事業の戦後
ところで戦前に伝道を目的にした慈善事業を行った救世軍は1945年以
降，どのような社会事業を行っていったであろうか。現在，救世軍は二
種類の社会事業を行っている。
一つは伝道を目的にした社会事業で，主に野宿者の方に対する事業で
ある。ここでは給食，宿泊事業などを行いながら伝道活動が行われてい
る。主体は「宗教法人救世軍」に属する本部や教会であって公金は受け
ていない。活動資金は募金や社会鍋により賄われている。
他の一つは法律によって運営が基準化されている児童養護施設，婦人
保護施設，特別養護老人ホームなどの施設で，「社会福祉法人救世軍社会
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事業団」として公的な補助金を受けて運営されている。このため伝道活
動は法的許容範囲で行われている。このようにその事業内容によって法
人を分けて社会事業が行われているのが救世軍社会事業の特徴であろう。
まとめ
（1）キリスト教社会事業の自由権
89条とキリスト教社会事業の自由権，すなわち，その信仰に基づいて
事業を進めるということとの関係を明確にしなければならない。
まず，89条が憲法20条の注意規定的意味ないし例示規定的意味を持つ
に止まる条文であるということである。20条によれば国は国民の信教の
自由を完全に保障するために，あらゆる宗教から中立的な立場を取らな
ければならない。しかし，「宗教教育に関しては公立学校に対してのみそ
の対象であり，私立学校に於ける宗教教育は信教の自由（宗教宣伝の自
由）の一部として保障されるのである。」との論がある。すなわち，20
条では私立学校の宗教教育の自由権が社会一般に混乱を及ぼすようなこ
とがない限り保障されるのである。これから類推すれば社会事業に於い
ても同じように自由権が存在すると云えるのではないか。
次に89条後段の「私的社会事業への公金の禁止」条文について考えた
い。公金の支出は私的教育機関に対する補助金の支出が認められている
ように，私的社会事業にも支出が認められている。残る問題はキリスト
教社会事業に対する補助金支出が適当であるかということである。最初
にも述べたように補助金を受けることは「89条の趣旨に反しているから
受けるべきでない」という論や「受けるにはキリスト教色を棄てなけれ
ば受けられない」という論。また「キリスト教社会事業は明治から戦前
までの慈善事業のように補助金を受けずに行うべきである」という論も
あるが，原則的にはキリスト教社会事業は私的社会事業の一分野である
から補助金を受けることが出来ると考える。
しかし，キリスト教精神に基づいてその事業を行うといっても，目的
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によって大きくその自由権は二つに分類する事が出来る。一つは認めら
れる自由権であり，他の一つは場合によっては制限される自由権である。
まず認められる自由権とは何であるか。これは明治以来，多くのキリ
スト教社会事業が目的としてきた心身上に助けを要する者に支援の手を
差し伸べる事を主眼に置いている事業のことである。「この最も小さなひ
とりにしたのは，すなわち，私にしたのである」「人にしてもらいたいこ
とは人にもそのようにしなさい」「あなたも行ってそのようにしなさい」
「わたしの羊を飼いなさい」などに見られる，相手に報酬を求めずに与え
るという信仰実践である。それは信仰を口に表すのでなく行動で，また
体で表現するものであろう。それを「愛のボディランゲージ」や「救い
のパントマイム」(43)と説明される事もある。しかし，それだからといっ
て宗教色が全く取り払われるということではなく，宗教的環境，例えば
建物に十字架が掲げられていたり，宗教的な環境がある場合もある。ま
た，その事業が基督教的精神によって行われているのであれば，職員が
礼拝の時を持ったり，職員の集まる場で賛美や祈りをし聖書を読むとい
う中で，事業の基本姿勢を学ぶということもある。
キリスト教社会事業はその信仰に根ざして行っていることであり，も
しこれを取り除けばその事業の精神的支柱が取り払われたことになって，
まさにその事業を行う意味がなくなることを意味する。以上のような自
由権，すなわち，愛の実践としての施設の設立精神や，職員の行動を支
えるための行為，具体的には礼拝などの自由権については保障されてい
なければならないと考える。これは仕事上の精神的基盤や処遇技術を研
修やケース研究などで学ぶのと同じく，そこで働く者が意欲や意味を持
つために必要な事である。けれどもそれは職員を対象にするものであっ
て，利用者とは区別されていなければならない。
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（43) 熊沢義宣「社会福祉と聖書（福音を伝え人々に仕える）」（リトン，1998年，Ｐ134，
136）
（2）施設利用者の自由権とキリスト教社会事業の自由権
それではキリスト教社会事業の自由権には何の制限もなく保障されて
いるかと云えば，そうではない。それは利用者の自由権との関わりであ
る。利用者には当然信教の自由が存在し，いかなる宗教も信じる自由も
あれば，信じない自由も保障されなければならない。ここで私的教育機
関と社会事業の間の自由権には大きな違いがある事を認識しなければな
らない。
私的教育機関の場合はその数の多さと，入学，退学について個人の意
志決定の自由，すなわち学問に関する自由権が存在すると云える。しか
し，社会事業の場合は利用者が生活上止むを得ず利用している場合も少
なくない。例えば乳幼児を預かる乳児院は人口の少ない県では一箇所し
か存在しない。そこでは乳児院を選ぶという自由権は存在しない。その
ような理由から利用者の信教の自由を保障するという事が重要になる。
すなわち，利用者の宗教の選択に関する自由権が保障されていなければ
ならない。ここにキリスト教社会事業とその利用者との自由権の問題が
浮かび上がるのである。キリスト教社会事業では信仰に基づいた利用者
への関わりをする中で，自らの行為の原点である信仰について語ること
もあるだろうし，利用者がそれを受け入れる場合もあるだろう。これは
相互の自由権の範囲であると考える。けれどもキリスト教社会事業が宣
教を目的として利用者にそれを一方的に行った場合は，利用者の信教の
自由権を侵したことになる。すなわち，キリスト教社会事業には利用者
の自主性を配慮した自由権が存在するということである。先に事例とし
て取り上げたキリスト教児童養護施設に於ける礼拝や教会学校の出席が
自由意志に依っているのかを行政指導で確認されたということは，利用
者の信教の自由権の確認だったのである。半ば強制であったのか，子ど
もの自由意志に任されているのかは利用者の自由権をどのように考えて
いるか重要な視点である。勿論，キリスト教社会事業が利用者に礼拝や
教会学校の出席を勧められないということではなく，利用者に出席の可
108
論文　憲法89条におけるキリスト教社会事業の自由権
109
否を選択する自由が与えられているかということであろう。キリスト教
社会事業は自らの信教の自由権と共に利用者の信教の自由権について保
障するという姿勢を持ちつつ，キリストの愛の実践を行って行くべきで
あろう。
ところで，キリスト教社会事業には宣教を目的にする社会事業の存在
があっても良いのであって，その場合には法の規制も受けない代わりに
公的資金を受けることもできない。そのような社会事業は信仰に基づい
た自主的事業が営めることになる。先にも述べたように大阪・釜ヶ崎で
は約10の教会が伝道を目的にしたホームレスの方への給食，宿泊，就職
斡旋の事業を行っている。釜ヶ崎では以前に比べて仕事が減少している
という問題もあるが，ホームレスから抜け出そうという意志の弱さも見
受けられる。そのような方に対しては精神的な支えのために伝道も必要
なことと考えられる。したがって公的資金は受けられないが，釜ヶ崎に
於いて欠くことの出来ない事業となっているのである。
（3）私的社会事業の自主的事業運営
キリスト教社会事業を含む私的社会事業が，より自主的な事業を行う
ためには一般社会からその活動の必要性が認識され，積極的に寄付行為
がなされるような社会的仕組みが出来なければ，その事業は育っていか
ない。しかし，今の税制の仕組みを見るとき，社会事業に寄付するより
も，政治献金した方が，その見返りが多かったり，企業の研究や投資に
当てた方が有利であったりするため，社会事業に寄付を行う企業は非常
に少ない。
私の経験としてかつてアメリカに於いて，大量の衣服や靴等が社会事
業施設に運び込まれる光景を目にした事がある。聞いてみると，あるデ
パートが税対策として若干流行遅れの商品や売れ残り商品を施設に献品
し，それを寄付金額に換算して領収書を受け取り，税務署に提出すると
いう事であった。
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このような仕組みを作り，社会事業に寄付することのメリットが大き
くなる税制を作れば，企業が経理上の有利さのために寄付をすることも
起こり，それは社会事業の自主運営を促進することになって，事業の多
様化，積極化を促すであろう。そのような法制度の誕生を強く望みたい
のである。
（4）憲法89条の改正の必要性
最後に89条そのものの存在と課題について言及したい。89条には「慈
善」という表現があり，その場合の解釈は「宗教的背景を持つ社会事業」
と考えられている。そして，この「宗教的背景」という言葉のために定
款からの宗教的表現の削除を求められることが起こっている。しかし，
先にも述べたように宗教的背景を持つ事はこの条文には反しないのであ
るから，誤解を生む「慈善」という表現を止めて「社会事業」という表
現に変更することを提案したい。それは最近の福祉が社会福祉法人だけ
でなく，ＮＰＯ法人としても多く担われており，そのＮＰＯ法人に対し
ても公金の支出があるので，そのような法人をも含んだ表現として「慈
善及び博愛」から「社会事業」への表現の変更が望まれるのである。
憲法はＧＨＱの憲法草案をもとに作られたものであることは，最初の
ところで述べたが，憲法調査会（高野岩三郎会長，鈴木安蔵委員外）が
「憲法草案要綱」(44)を1945年12月26日にＧＨＱに提出しており，この要綱
には，ＧＨＱが強い関心を示した。通訳・翻訳部（ＡＴＩＳ）がこれを
翻訳するとともに，民政局のラウエル中佐から参謀長あてに，その内容
につき詳細な検討を加えた文書が提出されている。その文書の最後に
「新憲法は10年以内に改正されるべきである」(45)と述べられている。それ
は新憲法が必ずしも完全でない部分がある事を予見し，その部分は改正
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（44) (28)に同じ
（45) ラウレル「憲法改正草案（憲法研究会案）に対する所見」（国会図書館ホームページ
憲法の誕生３－６）「A New Constitution must be enacted in 10 years.」
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の要があると思っていたと考えられる。
またマッカーサーも1946年２月３日にＧＨＱ内で「憲法制定会議」を
発足させた直後に「武力（アメリカ軍）が除かれて，日本国民が自分の
考えで行動するようになった時は，受諾するよう強制された理念の（か
らの）独立を主張し，保持すると云うこと……も確実だと信ずる。」(46)
と述べており，マッカーサーも将来，憲法が改正されることを予想し
ているのである。
憲法学者，宮沢俊義は「私立学校に対しても，私的社会事業に対して
も，公金の支出のなされていることは疑問である」とい言いながらも，
「現実に合わない本条文そのものが，実情に適する規定ではない」と言い
切っている。(47)
憲法公布後，常に憲法改正論議が出されてはいるが，それはもっぱら
憲法９条の戦争放棄の部分であった。しかし，これよりも89条の「慈善」
という表現を「社会事業」に変更する改正が急務であると考える。
なお，20条の澆に「国…は，…いかなる宗教活動もしてはならない」
との条文があり，これには「宗教に対する公金の支出の禁止」も含まれ
ていると考えられるので，89条は必ずしも必要ではない条文であると考
えている。
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